
東アジアFTA（EAFTA）
05年4月 民間専門家検討開始
06年7月 専門家会合終了（計4回開催）
05年8月 AEM+3会議で報告書提出。
07年1月 民間専門家会合第2フェーズ実施を首脳間で合意
07年6月 フェーズⅡ会合開始（於：ソウル）
09年8月 ASEAN+3経済相会議で報告書提出（予定）。
09年10月 ASEAN+3首脳会合で政府間協議開始に合意。

ASEANのFTA

豪州・NZ
2000年 アンコール・アジェンダ（AFTA・

CER FTAに関するハイレベルタ
スクフォース報告書）報告
（※2004年4月レビュー）

2002年9月 AFTA・CER-包括的経済連携に
かかる共同閣僚宣言で貿易、投
資，地域経済統合を促進するた
めのフレームワーク構築に合意。

2004年11月 FTA交渉の2005年開始で合意
（於：ASEAN豪・NZ記念首脳会
議）

2005年2月 本交渉入り。2年以内の妥結目指
す（※2007年交渉終了目標）

2007年8月 07年交渉妥結断念。08年5月妥
結、8月のAEMで署名目指す。

2008年8月 ASEAN-CER経済相会議で合意。
署名は12月目指すも延期。

2009年2月 AANZFTAに署名。
2010年1月 AANZFTA発効。

インド
2002年11月 10年以内にFTA締結に合意
2003年10月 ASEAN・インド包括的経済協

力協定に署名（※含EHP）
2004年3月 FTA交渉開始
2005年3月 2005年4月実施予定のEH断念

（※原産地規則問題）
2006年1月 関税引き下げ開始を1年延期

（07年1月に。但し間に合わ
ず。）（※正式な交渉終了目標
設定せず。但し07年7月終了を
目指すものの失敗）

2008年8月7日 ブルネイで開催されていた
第39回SEOMで妥結

2008年8月 ASEANインド経済相会議で合
意。調印は12月目指すも延期。

2009年8月 第7回ASEAN・インド経済担当
相会合（バンコク）で署名

2010年1月 AIFTA発効（ｲﾝﾄﾞ、ﾀｲ、ﾏﾚｰｼｱ、
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ）、ﾍﾞﾄﾅﾑ（4月）、ﾐｬﾝ
ﾏｰ（9月）、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ（10月）ﾌﾞﾙ
ﾈｲ（11年1月）、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ（11年5
月）

2013年末 関税撤廃予定（フィリピン及び
CLMVは2016年末）

日 本
2002年11月 日・ASEAN首脳会議で、10年以内の早期実現に合意
2003年10月 「枠組み」に署名
2005年4月 本交渉入り（2年以内で妥結予定）
2007年5月 原則合意（モダリティ合意。以降、8月大筋合意

〔譲許品目リスト〕、11月最終合意。）
2008年3月28日 日本署名（持ち回りで署名。4月14日署名完了）
2008年12月1日 日ASEAN包括的経済連携協定（AJCEP）発効

米国

2002年10月発表のEAI（Enterprise for ASEAN Initiative）に基
づき、WTO加盟国で貿易・投資枠組み協定（TIFA）を締結し
た国と二国間ベースでFTAを進める（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ：2004年1月
発効、ﾀｲ：04年6月交渉開始、ﾏﾚｰｼｱ：06年3月交渉開始）

2005年11月 米国とTIFA交渉開始合意
2006年7月 「ASEAN米国連携強化実施の行動計画に

関する枠組み文書」署名
2006年8月 TIFA締結
2007年6月 ベトナムとTIFA締結（ 21日）
2007年7月 シュワブUSTR代表「FTAは時期尚早」との見解

ASEAN自由貿易地域（AFTA）
1993年 AFTAのための共通効果特恵関税（CEPT）協定発効
2003年 先行加盟6カ国のＩＬ0-5％に（越は2006年）
2007年 原加盟6カ国の関税撤廃品目比率80％以上に
2009年2月 ASEAN物品協定（ATIGA）に署名
2010年 先行加盟国関税撤廃（新規加盟国は2015年）予定
2010年8月 ATIGA発効

EU
2003年4月 貿易投資拡大の枠組みとして

「EU-ASEAN地域間貿易構想（TREATI)」に合意
2005年4月 ASEAN-EUビジョングループ設立に合意
2005年7月 AEVG会合開催（※06年5月まで5回開催）
2006年5月 AEM-EU経済相に提言（※交渉期間2年以内、

締結後7年で関税撤廃を提言）
2007年4月外相理事会がFTA交渉権限を欧州委員会に付与。
2007年5月 交渉入りで合意。同月交渉開始。
2009年3月 第7回交渉で交渉の一時停止で合意。

東アジアEPA（CEPEA)
06年8月 日本が民間専門家会合設置を提案
07年1月 東アジアサミットで研究開始合意
07年6月 トラックⅡ会合開始
08年8月 ASEAN+3経済相会議に報告。フェー

ズⅡトラックⅡ研究会開催に合意。
09年8月 経済相会議で報告書提出。
09年10月 第4回東アジアサミットで政府間協議開始に合意

政府間協議・研究中

パキスタン
08年10月 FTA研究終了見込み

交渉中

中 国
2001年11月 ASEAN・中国首脳会議で10年以内のFTA創設に合意
2002年11月4日 ASEAN・中国包括的経済協力枠組み協定締結

（※農産物のEH含む）
2003年10月3日 枠組み協定修正議定書締結

（※06年12月枠組協定第2修正議定書締結）
2003年10月 タイ、EH先行実施
2004年1月 EH実施（但しフィリピンは2006年1月21日施行）
2005年7月 関税引き下げ開始（※関税撤廃はASEAN6は

2010年、CLMVは2015年）
2007年1月14日 サービス貿易協定署名（※07年7月１日施行）
2011年1月 ASEAN・中国自由貿易協定第2修正議定書発効

ＧＣＣ（湾岸協力会議）
09年6月 閣僚会議開催。FTA共同研究開始で合意。

ジェトロ・アジア大洋州課
2011年5月更新

その他

韓 国
2003年10月 韓・ASEAN首脳会議で経済連携の推進を意思表明
2004年3月 包括的経済協力に関する共同研究開始

（※2004年9月終了）
2004年11月 ASEAN韓国包括的協力連携にかかる共同宣言
2005年2月 本交渉入り 2年以内の妥結目指す
2005年12月 ASEAN韓国FTA署名（除タイ）

※06年5月、8月に改訂議定書署名。
2007年4月2日 韓国側国会批准（※2007年6月発効）
2007年11月21日 サービス貿易協定締結（タイを除く）
2007年12月 物品貿易協定で韓国・タイ二国間協議妥結
2009年2月27日 タイの物品貿易協定参加にかかる議定書署名
2009年6月2日 AKFTA投資協定署名（ASEAN韓国特別首脳会議）
2010年 先行加盟国で関税撤廃（越は2016年、CLMは2018年）

締結済
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